
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 100% 97%

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

-

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
検察総合情報管理システム運用管理支援業務月次報告書添付の「サービスレベル管理指標」

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　X　/　Y

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
刑法，刑事訴訟法

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

1,234,544 1,151,519 1,062,750

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

円/件

事件の受理件数

1,353

-

1,407,348,0
00/1,151,5

19
-

2年度活動見込

1,566 1,222

1,410

障害対応における暫定対
応完了までの所要時間を3
時間以内とする。

実施方法

平成29年度

％

検察総合情報管理システムの運営 担当部局庁 刑事局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 総務課
総務課長
佐藤　剛

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

　検察庁においては，検察官が犯罪の捜査，起訴・不起訴の決定，公判の維持遂行，裁判の執行の監督等を行っており，また，事件の受理から捜査・公
判，刑の執行に至るまでに関連して生ずる様々な検務事務（事件事務・執行事務・証拠品事務・徴収事務・記録事務・犯歴事務）があるところ，これら捜査・
公判，検務事務に関する情報や検察庁間における情報を総合的・一元的に管理・共有するために，全国の検察庁に検察総合情報管理システムを整備し，
運用している。

47 -

1,935

- -

▲ 47 -

左記達成率（3時間以内で
の暫定対応完了件数/全障
害件数）

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,440

単位

(X)予算執行額/(Y)事件受理件数

単位当たり
コスト

47-

1,933

-

平成15年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

　検察総合情報管理システムを安定的に稼働させることにより，検察庁の捜査・公判及び検務事務（以下「検察業務」という。）に関する情報等を総合的に運
用・管理し，検察業務の効率化・合理化を図り，検察業務を迅速かつ的確に実施することを目的とする。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

令和2年度行政事業レビューシート 法務省

執行額

1,935 1,410 1,440 1,429 1,421

1,407 1,438

執行率（％） 100% 100% 100%

- - -

1,933,471,0
00/1,234,5

44

30年度

1,437,504,0
00/1,062,7

50

-

-

-

「電子政府構築計画（平成15年7月17日各府省情報化統括責
任者(CIO)連絡閣議決定，平成16年6月14日一部改正）」
「検察業務の業務・システム最適化計画（平成18年3月31
日）」

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

100 100

100

100 100

100

100 -

100

-

- -

1,382 1,421

関係する
計画、通知等

達成度

100

2

100

年度 年度-

-

平成29年度

-

2年度当初予算

1,382

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

システム再構築に係る増

3年度要求

事業番号 0017

1,382 1,421

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報処理業務庁費 1,421



　工法の選択に当たり，不測の日数を要したため。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

○

-

- -

目標定性的指標

-

　検察業務で取り扱っている情報等は秘匿性が極めて高い
ため，これを総合的・一元的に運用・管理している検察総合
情報管理システムの事業を民間等に委ねることはできない。

○

評　価項　　目

　検察業務を迅速かつ的確に実施することは，治安の維持
向上，国民生活の安全・安心の確保に繋がることから，国民
や社会のニーズを反映した事業目的である。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標計画開始時
元年度 2年度

○

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

　一般競争契約を原則とし，調達仕様書は，法務省CIO補佐
官等の意見を踏まえ，競争性を確保するよう留意している。
また，随意契約となったものについては，複数年契約の当初
契約において，一般競争契約したもので，当該サービスを継
続して提供可能な者が契約者の相手方のみである案件であ
り，妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　検察権の行使に必要な情報を総合的・一元的に運用管理
している事業であり，優先度は高い。

　調達に当たっては一般競争入札を原則とし，仕様書の作成
において，法務省CIO補佐官等の意見も踏まえ，競争性を確
保するよう留意しており，妥当である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

K
P
I

(

第
一
階
層

） -

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

成果実績

　システムの再構築を検討するなど，システムの効率化及び
コスト削減に努めている。

- -

○

　費目使途は事業目的に限定されている。

単位

30年度 令和元年度

‐

‐

-

‐

-

-

-

年度

施策の進捗状況（目標）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

-

有

○

-

国
費
投
入
の
必
要
性

取組
事項

分野： - -

施策の進捗状況（実績）

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

-

-

- -
定量的指標

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

中間目標 目標年度
平成29年度

実績値 - -

単位

-

-

-

施策 検察権行使を支える事務の適性な運営(Ⅱ-5-⑵)

政策 検察権の適正迅速な行使(Ⅱ-5)

測
定
指
標

-

目標年度

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

元年度 2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



-

事業番号 事業名所管府省名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

　検察総合情報管理システムは，平成29年度に実施した公開プロセスでの評価結果を受け，抜本的な見直しを図るべく，コンサルティング業者
による支援を受けながら，再構築の検討をスピードアップしているところ，令和２年度は，新技術の導入，セキュリティの強化とコスト適正化の両
立を目指した計画書を成果物として取りまとめ，これに基づき，要件定義書の作成を開始する予定である。
　なお，成果目標に事務処理に係る時間コストを導入することについては，事務処理に掛かる時間を算出する仕組みを構築できるかを含め，ど
のような指標を用いることがより適切なのか，引き続き検討することとする。
　また，既存のシステムについては，再構築までの間，引き続き予算の効率化の観点からCIO補佐官等の意見を踏まえ，調達手続の公平性の
確保を図っていくとともに，更改時期を迎える機器等を延伸して利用するなど，更なる経費の削減方策を検討し，令和3年度以降の予算要求に
反映させていくこととする。

　検察総合情報管理システムは，検察庁における業務の情報等を総合的・一元的に運用・管理する検察業務の根幹となるシステムであるが，
当該システムと連携させて運用しているグループウェアシステムについて，ソフトウェアの販売終了及びサーバOSのサポート期間終了に合わ
せて，グループウェアシステムを更改し，迅速な情報共有体制の継続的な構築を図ったほか，ソフトウェア保守について，長期的事業の円滑効
率的な執行を図るための国庫債務負担行為を令和元年度予算に反映させるなどした。

‐

　整備された機器等は常時利用されており，十分活用されて
いる。

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　検察業務で取り扱う情報を統合的・一元的に管理し，迅速
な情報共有を可能とする現在の方法は効果的である。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

外部有識者による点検対象外である。

システム更新機器について，リース期間の延長等の執行計画の見直しを行い，その結果を適切に反映して経費の削減を図った（▲16百万円）。

○

○

縮
減

事業計画について見直しを行い，経費の削減を図るべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

　目標値を満たしており，安定的にシステムが稼働している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

公開プロセス実施年：平成29年度
事業番号：0014
事業名：検察総合情報管理システムの運営
評価結果：事業全体の抜本的な改善
取りまとめコメント：①システムの再構築により，新技術，セキュリティ強化を充実させるとともに，コストを適正化する必要がある。
　　　　　　　　　　　　②システム再構築の検討をスピードアップする必要がある。
　　　　　　　　　　　　③成果目標に事務処理に係る時間コストを導入する必要がある。

事
業
内
容
の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

3

A.東京センチュリー株式会社

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

システム運営費

使　途

借料及び損料

B.東京地方検察庁（会計機関）
金　額

(百万円）

837

費　目 使　途

計 837 計 3

光熱水料 電気料 4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

予算配分システム用機器賃借料

費　目

C.関西電力株式会社 D.

費　目 使　途

計 4 計 0

平成31年度 法務省 0015

平成30年度 0014

平成29年度 0014

0032 平成25年度 0015

平成26年度 0014 平成27年度 0014 平成28年度 0014

平成22年度 0033 平成23年度 0030 平成24年度

Ａ． Ｂ．

Ｃ．

法  務  省

1,438百万円

・検察総合情報管理に必要な役務の
契約及びシステム機器賃貸借等

・検察総合情報管理に必要な予算を
地方に配分

【本省から予算配分】【国庫債務負担行為等】

東京地方検察庁ほか57庁

1,420百万円 18百万円

東京センチュリー株式会社ほか

・検察総合情報管理システムアプリ
ケーション保守業務，同システム用機
器の賃貸借等

・検察総合情報管理に必要な物品の購
入及び役務の契約等

･法務省情報ネットワーク回線使用料

【一般競争契約（最低価格）等】

18百万円

・検察総合情報管理に必要な物品の購
入及び役務の契約等

関西電力株式会社ほか



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

東京電力パワーグ
リッド株式会社

3010001166927 電気料 0.4
随意契約
（少額）

- - -

九州電力株式会社 4290001007004 電気料 1
一般競争契約
（最低価格）

4 86.9％ -

北海道電力株式会
社

4430001022351 電気料 1
一般競争契約
（最低価格）

2 77.9％ -

大一ガス株式会社 6500001002451 電気料 0.7
一般競争契約
（最低価格）

4 91.2％ -

株式会社F-Power 2010701022133 電気料 3
一般競争契約
（最低価格）

4 89.6％ -

東京電力エナジー
パートナー株式会社

8010001166930 電気料 2
一般競争契約
（最低価格）

2 85％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京センチュリー株
式会社

アクセンチュア株式
会社

日本電気株式会社

株式会社富士通エフ
サス

富士通インターコネ
クトテクノロジーズ株
式会社

ソフトバンク株式会
社

- - -

システム運営経費 0.5 その他 - - -

さいたま地方検察庁

札幌地方検察庁 5000012140052 システム運営経費 0.4

4000012140012 システム運営経費 0.4 その他 - - -

横浜地方検察庁

千葉地方検察庁 3000012140013 システム運営経費 0.5 その他 - - -

5000012140011

その他

- -

国庫債務負担
行為等

-

5 2 96.1％

4

6

1

7010401022916

8010401056384

9020001075667

9010401052465

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

国庫債務負担
行為等

2

3

- -

法　人　番　号

7010401001556

6010401015821 837

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

-

-

システム用機器賃借料

運用管理支援業務

再構築に向けた調査等

ＯＳアップグレード支援業
務

機器の情報消去・撤去業務

インターネット接続サービス

-

2

2

-

大阪地方検察庁 3000012140021 システム運営経費 2

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

東京地方検察庁 6000012140010 システム運営経費 3 その他 - -

その他 - - -

最高検察庁 7000012140001 システム運営経費 0.9 その他 - - -

6

7

4

5

福岡地方検察庁 3000012140038 システム運営経費 0.7 その他 - - -

10

8

9

神戸地方検察庁 1000012140023 システム運営経費 0.5 その他 - - -

名古屋地方検察庁 6000012140027 システム運営経費 0.6 その他 - - -

3

4

1

2

関西電力株式会社 3120001059632 電気料 4
一般競争契約
（最低価格）

3 90.1％ -

7

8

5

6

株式会社アースイン
フィニティ

4120001102102 電気料 1
一般競争契約
（最低価格）

3 88.9％ -

9

10

株式会社V-Power 2010701025128 電気料 0.4
一般競争契約
（最低価格）

5 75.1％ -

ミツウロコグリーンエ
ネルギー株式会社

8010001067848 電気料 0.8
一般競争契約
（最低価格）

2 83.6％ -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

410

116

28

一般競争契約
（最低価格）

28

国庫債務負担
行為等

国庫債務負担
行為等

一般競争契約
（最低価格）

73.5％

- -1


